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この中間答申は、（社）全国酪農協会、全酪連、日本酪政連、日本ホルスタイン登録協

会の４団体で組織した酪農研究会が発表したもので、原案は筆者ら専門部会が本委員会

からの委託に基づいて、危機に直面している日本酪農の中長期的な発展方向について取

りまとめた原案によっている。

専門部会は本年３月より９回の部会と４回の現地調査、および関係団体などからの意

見交換を基に、10月に専門部会案を本委員会に提出し、了承された。その後、全国酪農

協会が11月に開催した本年度酪農基本対策委員会において報告した。中間答申は、①酪

農経営の持続的発展のための取組、②消費者からの信頼を得るための取組、③取組を実

現するための生産者団体の組織力強化（生産・処理一体化）の３項目を柱としている。

研究会では、さらに検討を続け、来年3月には最終答申として取りまとめる予定であり、

そのためにも広範な議論が巻き起こることを期待している。

中間答申では、まず酪農が食、環境、教育などに果たす役割の重要性を強調し、酪農

の存在意義を改めて確認している。その上に立って、酪農の衰退は農業、農村のみなら

ず、都市の環境や消費者にも影響を与えるものとして、現在の苦境を打開するための乳

価の大幅値上げや緊急経営安定対策と併せて、将来に希望の持てる酪農とするための中

長期的な視野に立った方策の検討が喫緊の課題であると考え、そのための方策の骨子を

提言した。

まず「酪農経営の持続的発展のための取組」では、１）中長期的な経営見通しの立つ

経営安定制度の必要性、２）自給飼料生産の促進（経営の安定化と地域の農地管理）の

ための措置、３）担い手の確保・育成のための取組、４）酪農経営の経営改善を図るた

めの取組の４課題をあげている。このうち新たな経営安定制度では、平成12年に改定さ

れた新不足払い法が、今回のような飼料高騰による経営危機に対処できていない状況を

踏まえ、「酪農家が中長期的に経営見通しの立てられる経営安定政策であることや、価

格の変動のみではなく、生産費の変動も考慮に入れた生産者の所得安定政策であること

が必要」とした。

新たな経営安定対策の策定に当たっては、ア．北海道の生乳生産シェアが高まり、加

工原料乳の割合が５割を割る事態が常態化することを見据え、加工原料乳価ではなく、

飲用乳価あるいは飲用乳とのプール乳価を対象とした価格を対象とすることも検討す

る。イ．WTO農業交渉の結果は予想しがたいが、高関税による乳製品の国境措置が困

難になることも危惧される事態になっており、仮にそうした状況になっても、国内生産

が持続的に発展できる制度であること、を考慮し、併せて「都府県酪農の衰退は北海道酪

農の発展にとっても望ましいものではなく、全国的にバランスの取れた地域ごとに特徴

を持った多様な酪農経営の維持・発展が必要」との視点に立った制度設計が必要とした。

また、「自給飼料生産の促進（経営の安定化と農地管理）のための措置」では、個別
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酪農家にとって飼料生産は、コスト削減や経営の安定性を高めることが指摘されている

が、現実には常に飼料生産が経営的な合理性を持つばかりとは言えない状況を踏まえ、

あるべき酪農の姿として「自給飼料依存型酪農経営」を押し付けるのではなく、経営的

にも飼料自給が合理的であるようにするための、借入農地の集積や、過大投資・労働力

不足への対処としてのコントラクター組織の設立や自給飼料を取り入れたTMRセンタ

ーの設立を組織をあげて行うこと、水田を中心とした農地の畜産的利用を促進するよう

に、現行農業政策を再検討することの必要性を指摘した。この点については、例えば中

山間地域直接支払いにおいて地目が水田であるか畑、原野であるかによって助成金単価

が1桁ずつ違ってくるため、水田を利用した耕作放棄地放牧が進まないこと、飼料イネ

の立毛放牧では耕畜連携助成の対象にならないこと、水田経営所得安定対策において、

飼料作物が対象になっていないため、集落営農で飼料作物が排除される場合が見られる

ことなどが指摘できる。

全国の遊休農地の９割以上が都府県に集中し、しかも６割が田である現状をふまえる

と、水田の畜産的利用は農地活用の上で非常に重要であり、この面での酪農の役割は大

きい。耕作放棄地の急増は、食糧安保や国土保全の観点から将来に大きな禍根を残しか

ねず、農地の適正な管理に対しては、その社会的な意義に対して直接支払いによる助成

が必要であるとした。また、放牧など自給飼料依存型酪農経営普及のために、乳脂肪率

などの乳質取引基準の見直しや乳牛の改良についても言及している。この他、３）「担

い手の確保・育成のための取組」、４）「酪農経営の経営改善を図るための取組」では、

ヘルパー制度への支援の継続や新規就農制度など担い手の確保・育成対策、酪農経営支

援体制の強化とともに、農協、酪農協が多くの酪農経営支援組織のコーディネーター役

として酪農家の経営改善を担うことの重要性を指摘した。

２つ目の課題である「消費者からの信頼を得るための取組」では、酪農教育ファームな

どの食農教育の継続、消費者との継続的な交流・意見交換の必要性について述べている。

さらに、以上のような取組を実現させ、特に乳業者や巨大小売業に対する生産者の取

引交渉力の向上には、大規模再編が進行している欧米の酪農組合会社を参考に、①全国

段階を含めた生産者団体の統合、②需給調整機能（加工処理能力向上）を持つための生

産者系乳業の統合と生・処両段階の結合を検討することが必要とした。
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